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組織の階層構造についての一考察
一管狸生産関数を用いた分析ー~
広 田 俊 郎
ー 序
組織の構造と行動の解明を行うために，多変量解析等の統計的手法が用い
られることが多くなってきている。組織一躁境間の関係，また多変数から成
るシステムとしての組織内部構造の特色などについてそれらの開係性を構成
する種々の変数を求め，それらの変数について，多変量解析等の手法を用い
て，様々な対応関係を見出そうとされる。何故このような研究方法がとられ
るかということを，対象把握の観点から言えば，それは，組織を，合理的シ
ステムモデル (rationalsystem model)を用いて把えられるもの，とするよ
り，自然休系モデル (naturalsystem model)を用いて把えられるべきもの
* I 
と見なしているからであろう。
＊ 本稿は，昭和54年，組織学会研究発表大会（神戸商大）に於ける報告「組織の数
理モデルの展開」の前半部分をもとにして書き直したものである。占部都美神戸
大学教授には，議論の全体的な見通しを得る上で有効な示唆をいただいた。記し
て感謝の意を表したいと思います。なお，本研究は文部省の昭和53年度科学研究
費補助金（哭励研究(A) にもとづく研究の一部をなしている。
*l このような二分法はゴールドナーによるものである。 Gouldner,A. W., Orga-
nizational Analysis, in・ Sociology Today, 1959参照。
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ここで，合理的システムモデルは，組織を集団目標実現のための合理的手
段であり，組織の構造と行動は，意識的かつ合理的に設計され，管理されて
*2 
いる，と見るものである。また，自然体系モデルは，組織を，存続それ自体
を志向し，そのため均衡維持的に作用する多様な構成要素から成るシステム
ととらえる。すなわぢ全体目標の実現は，組織のある部分の要求ではあっ
ても，他の要求を満し得ないというような性質を持つシステムが，組織の自
*3 
然体系モデルによってとらえられるシステムである。それ故そこでは，組織
構造や行動は，ある目標の最大化という視点からではなく，多様な目標のパ
ランスや均衡，そして喋境への適合，という観点から設定されるようなもの
である。
もち論，組織は，自己組織化を行いながら適応的に行動していくシステム
として，上の両者のクイプには分割し切れないクイプとしての自己組織系モ
デルとしてとらえられることは可能であろう。そのとらえ方は，外部・内部
痕境に適合的なものとして形成される，有機的関連性からなるシステムとし
ての組織の側面を認めつつ，躁境変化への対処のためや，戦略的目標の実現
のために，合理的意思決定による適応を行うというものである。しかしなが
ら，この側面についての実証研究が十分に展開されているとは言えないだろ
う。
現実には，対象を，自然体系モデルと見なすことから，要素還元主義的な
接近を行わず， 全体論的 (holistic)接近法をとり， しかもその全休は，多
次元的なものであるとして，それらの環境との対応性を指摘すぺく，多変量
解析，等の統計的手法が用いられる場合が多いと言えるであろう。
ところで，組織には合理システム・モデル的側面が確かに存在するのであ
*2 岡本康雄 (1971)「企業行動と組織分析ー展望」，今井賢一，岡本康雄，宮川公男
編，「企業行動と経済組織」日本経済新聞社，所収， p,34参照。
*3 岡本康雄 (1971)ibid. pp. 34~35参照。
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って，この面に着目した研究も不可欠である，と思われる。本研究の問題意
識の出発点は，組織行動の数学モデルの展開ということであったが，そのよ
うな問題意識は，組織を合理的システムと見なした上でのものである，と言
えよう。このような観点に立って組織構造の若干の側面に論及するのが本稿
のねらいである。
接近法のスタイルは！以上のようなものとして，本稿では，組織を，管理
者が階層性をもったコントロール・システムを形成しながら，現業労働者に
働いてもらうよう影響を及すシステムとしてとらえ，そのコントロールの有
効性についての議論の検討を行うことを，目的としている。
そのために，まず，階層的コントロール・システムの基本的構造から述べ
ていくことにする。すなわち，サイモン (1945)が述べているように， 「組
織がと．る行動は，すべて硯業員(operatives)一その組織の実際の「物理的」
仕事を行なう人々ーの行動に影響を与えるようになっている意思決定過程の
* 4 
複雑なネットワークである」と考えられる。すなわち，組織行動は，マネジ
メントのプロセスと，生産のプロセスに分けられ，後者を円滑に遂行するた
めに，マネジメントのプロセスが複雑なネットワークによって実行されると
している。ところで，このネットワークは，一般に，階層構造をもった情報
処理構造として， トップーミドルーロウワーという形で形成されている。
* 5 
すなわちその階層構造は，生産現場の労働に従事する現業労働者を基礎とし
て，その上に彼らをコントロールし，そこでの問題解決を図る第一線監督者
を置き，更に，第一線監督者をコントロールできるだけの人数にまとめたグ
*4 Simon. A. H. (194記 AdministrativeBehavior-a Study of Decision-Making 
Process in Adninistrative Organization-，松田武彦高柳暁，二村敏子訳「経
営行動」 1965p.285参照。
*5 Simon A. H. (1945), 訳 p.200参照。サイモンは，複合的組織において，階層
構造が見られることの理由を，それによって外部からの衝撃を吸収しうる能力と，
情報伝達に必要な資源を大幅に節約しうる能力とに求めている。
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ループを幾つか作り， そこに一人づつ管理者を置き，種々の調整を行わせ
る，という形態をとる。この場合の管理者が担当する部下の数が，統制範囲
(span of control) である。この統制範囲が大であれば，管理者の部下コン
トロール度は，一般に，低下する，と思われる。ただし，階層数が増加した
ときも，コントロール・ロスや，意思決定の遅れ，などの経営管理上の不効
率が発生する。
ところで，生産プロセスと，それをコントロールするマネジメント・プロ
セスの双方は，人的資源の配分だけではなく，前者については，コンピュー
ク，．後者については，生産資本設備が介在している。これらの内容が，統制
範囲や，階層数などの組織構造特性に影響を及すことが，考えられる。更に
言えば，当該組織のタスクの複雑性，技術のクイプ，などが，生産資本設備
やコンピューク，等の設備特性も含めて，組織構造特性に影響を及す，と考
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*6 Woodward J. (1965) Industrial Orgnization: Theory and Practice, 矢島鉤
次，中村寿雄訳「新しい企業組織」，（1970)，日本能率協会。
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*6 
えられる。実際，・ウッドワード (1965)の研究においては，この種の，技術
の組織形態決定局面を明らかにしようと試みられたのである。また， ウィス
* 7 * 8 
ラー・リービット (1958)を出発点としてウィスラー(1970a,1970b)，など
多くの論者が，コンピューク化に伴なって，組織の統制範囲が，どのように
変化するか，などの研究を行ってきた。
それに対して，本稿は，ある技術や，それに伴なう資本設備が想定された
として，経営主体の合理的決定により，組織形態が決定されていくと見て，
その際の選択が，たとえば，コントロール有効性や管理者の俸給の負担，な
どの兼ね合いで決るというロジックで導かれているのか，それとも他のロジ
ックによってなのか，というようなことを明らかにする，という接近法を，
我々はとっている。
ところで，そのためには，経営行動の成果を操作的に把握できるような工
夫が必要となってくる。 サイモンも同じような意図のもとに， 「管理的意思
決定の問題は，生産理論における一つの問題に変えられうること，また，経
済理論に展開されている概念や法則が，広く管理的な意思決定に応用されう
*9 
ることが明らかとなるであろう」と考えて，管理行動を含んだ生産関数の可
*10 
能性を構想した。 サイモンは， この種の生産関数を，「社会的生産関数」と
呼んだが，明示的に定式化を行ったわけではない。それにもかかわらず，種
々の管理行動が，アウトプットに及す影響を表現する，このような社会的生
産関数を想定しているからこそ， サイモンは， 能率の原理 (principlesof 
efficiency) による好まじい経営行動の議論が可能となったのである。
•7 Leavitt & Whisler (1958), "Management in 1980's", HBR. Nor. 1958 
•8 Whisler, T. L. (1970a) The Impact of Computers on Organizations, Praegers 
Whisler, T. L. (1970b) Information Technology a叫 OrganizationalCh⑰ ge, 
Wadsworth 
•9 Simon, A.H. ibid. p. 212参照。
•10 Simon, A.H. ibid. p. 136参照。
•11 Williamson 0. E. (1970) Corporate Control and Bus切essBehavior, Prentice 
Hall,（岡本康雄，高宮誠訳，「現代企業の組織革新と企業行動」 1975，丸善）参照。
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経営行動の操作的把握を可能にするこのような形の生産関数の特定化に際
* 11 
して，種々のタイプが考えられる。ウイリアムソン (1970)のように，統制
範囲を定数として取り扱い，その大きさと，階層数とから規定される，硯業
労働者の数によって生産量が基本的に規定されるとし，ただし，統制範囲，
階層数の特定化にもとづく，コントロール・ロスの大きさが，その生産水準
に影響を及すという分析がある。
*12 
またポンデ 1 (1969)のように，生産量を規定するものとして，管理監督
者，現業労働者，資本量を考え，それらの関数として生産量が決るとする見
方もある。ただし，そこでは，マネジメント・プロセスを遂行する管理者の
階層構造を無視して，彼らを一括して取り扱っている。そして，組織の複雑
性，などが，成果の大きさに影善を及すものとされている。
*13 
更に，ベックマン (1977)は，統制範囲が，定数ではなく，上位労働者と，
下位労働者との代替性があるというような仮定をおいて論じている。すなわ
ち，ボンディが，監督者と，現業労働者との間に想定した代替関係を，マネ
ジメント・プロセスの各レベルについて認めて，議論を組立てている。
このような生産胴数の特定化だけでなく，目的閲数，費用関数，等々にお
いても代替的な想定がなされうる。以上に名をあげた， ウイリアムソン，ボ
ンディ，ベックマンといった人々の議論について，それらの要素が，どのよ
うに組合わせられているかの検討を本稿で行ってみたい。
このような生産関数アプローチによる，階層構造を通じての経営行動の分
析の検討を行おうというわけであるが，そこでの議論の興味は，次のような
硯実的問題意識とオーパーラップする部分が少なからずある。すなわち，管
理者一現業労働者の比率が，規模の増大に対して，どのように変化するか，
*12 Pondy, L. R. (1969) "Effects of Size, Complexity and Ownership on 
Administrative Intensity", Administrative Sci祁 ceQuarterly, Vol 14 No. 1 
pp.47~61参照。
*13 Beckman, M. J. (1977) "Management Production Function and the Theory 
of the Firm", Journal of Economic Theory. Vol 14.参照。
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という問題意識である。
(85)7 
すなわち， 経営組織についてではないが， テリエン＝ミルズ (Terrien
*14 
Mills)は，学校区組織をとりあげ， その規模が増大するとともに， 管理者
比率が高まるとした。アメリカ，カリフォルニア州の学校区を対象とした研
究で， 組織の規模は学校区の全校教職員の数で測られ， 管理者とは， 教育
長，およぴそのスタッフ，校長，教頭などから成るとされている。ここでの
彼らによる組織規模拡大に伴う，管理者比率の増大という事実発見の解釈と
しては，規模拡大は，種々の新しい関係の増加を意味し，それを調整するの
に，管理者の増加がより多く必要とされる，というものである。すなわち，
新しい単位の追加は，管理プロセスを量的のみならず質的に変化させる，と
されている。
* 15
一方，アンダーソン＝ワルコフ (Anderso正 Warkov)は，病院組織をと
りあげ，各病院の一日の患者数で測られた組織規模と，全従業中，全般管理
にたずさわる従事者の比率である管理者比率との間に，組織規模が，同質的
に拡大するにつれて管理者比率は低下する，とした。アンダーソン＝ワルコ
フは，テリエン＝ミルズの結論との差異の説明要因として，同一の場所で同
じクスクを遂行している人間の数が増加すれば，管理者の相対的規模は減少
するという命題と，作業がなされる場所の数が増加すれば，管理者の相対的
規模は増加するという命題を示し，テリエン＝ミルズは後者を明らかにし，
自らは，前者を明らかにしたとしたのであった。
種々の要因が錯綜して，管理者比率が規定されるのであろうが，ここで示
された代替的な結論に注意を払いながら，経営組織の階層構造についての議
論に入りたい。
*14 Terrien. F. W & D. L. Mills (1955) "The Effect of Changing Size upon 
the Internal Structure of Organizations", American Sociological Review, 
Vol. 20, 11-13 
*15 Anderson, T. & S. Warkov, (1961), "Organization Size and Filnftional 
Complexity: a Study of Admimstration in Hospitals", American Sociological 
Review, Vol. 26, 23-28 
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I[ 多機能企業の階層構造
(1) 多機能企業の階層構造の存在理由
一般に，企業組織を始めとして，多くの経営組織は，多数の複数機能を統
合的に遂行する階層構造として，構成されている。われわれの接近法のよう
に，組織を合理体系モデルと見る立場から言えば，現実の階層構造の操作的
モデル化とその演繹を行う前に，何故，このような多機能企業の階層構造が
出硯するのかを考察しておくことが必要であろう。
まず，組織の業務について，不可分性 (Indivisibility)があるとする。そ
の場合，一つの段階を幾人かで集まって行うことが魅力的となる。数人での
協働が行われると，そのための調整の必要が生じ，それが管理者によって行
なわれることになる。このようにして，一つの機能を，複数人による階層と
*16 
して行うことが理解される。しかし，これは，未だ多機能階層構造を説明す
るものではない。
多機能階層構造の存在理由として， ウイリアムソンは，世の中の状態に関
*17 
する不完全な情報，取引費用，そして将来に関する不確実性，をあげている。
すなわち，多機能を遂行する，各集団がいるとして，それらが市場取引を行う
ことによって，ある製品の完成に必要な各機能の統合を行っているとする。
しかし，そこで，各市場について，不完全な情報しか利用可能でないとする。
すなわち，消在的な取引者に対して，各財の価格や品質が，完全に知られて
いるのではない，とすると，情報を得るために使用する労力や資源の機会費
用が，市場取引を利用するために必要な費用としてかかってくる。そこで，
* 18 
取引を内部化し，各機能の統合的調整を図る誘因が生まれてくる。
*16 Williamson, 0. E., (1970)訳 p.18参照。
*17 Williamson, 0. E.,.(1970)岡本康雄，高宮誠訳 pp.19~22参照
*18 Williamson (1975)においては，不確実性と限定された合理性の要因の組合せが，
内部組織化の出現の理由の一つとされている。 Williamson,0. E., Markets and 
Hierarchies, 1975, Free Press,参照。
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また，価格や品質などの情報を知ることができたとしても，契約を締結し
たりするための取引費用がかかる。この要因も，市場を取り除く誘因を形成
する。
更に，不確実性が，各機能の統合をもたらす。すなわち不確実性のもとで
は，モラル・ハザードと呼ばれるような，危険負担をめぐる駆け引き的行動
に基づく不均衡が生ずることがあり，そのため，取引が効率的な形で行われ
なくなる。 そこで， コスト・プラス方式による統合などを行うことによっ
て，モラルの危機を回避して，多機能の統合を行うことができる。その意味
*19 
でも，多機能企業が生じる理由があるのである。
(2) 多機能企業のミニチュア・モデル
このような理由によって，多機能企業が設立されているとして，その形態
上の特質を浮彫りにさせるような，次の幾つかの仮定から成るミニチュア・
*20 
モデルを考える。
すなわち，
1) 2つの機能から成っている（例えば製造部門と配給部門）。
2)労働の不可分性かまたは専門化によって，それぞれの機能を遂行する
ために， 2人づつの従業員が雇われている。
3)一機能内の調整のために， 2人の労働者に対して任命された第一線監
督者が配置される。
4)機能間の調整と全企業の方針決定を行う企業家または，最高調整者が
存在している。
これらの仮定を満たす企業は，図ー 2に示されるように，三層から成る階
層構造を持ち，それぞれの層の間の統制範囲は 2であるような構造となって
いる。
*19 Williamson, 0. E., (1975)においては，より明確に，機会主義と少数性という要
因の組合せによって，このようなモラル要因の問題を示している。
*20 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳 pp.22~25参照。
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このように，統制範囲が定数 (s)であるような階層構造において， 全雇
用者数は，区siー1 で与えられる。ここで nは階層数を示しており，この場合
iml 
n=3であるから， s=2とともに代入すると， 全雇用者数は 7人であること
がわかる。また， 作業員の数は s•-1 で示されることになり，この場合は 4
人である。
この企業が，次第に成長し，作業担当者の数が 2倍になったと仮定する。
統制範囲が s=2のまま一定であるとすると， 新しい階層を作って，事態に
対処されることになる。すなわち，第一線監督者は 4人となり，この 4人と，
最高調整者の間に，中間管理者がおかれることとされるわけである。
この中間管理者は，単に情報の受け渡しをしているのみではなく，彼らは，
上位に位置するために，情報を分解したり，要約したり，機能内の差異を仲
裁したり，最高経営者から受け取った指示に実施上の内容を与えたりするな
ど，情報処理および意思決定の機能を果しており，最高経営者から発せられ
た，一般的な指令が，中間管理者を通り，第一線監督者に達する過程で，次
第に，より実際的で具体的な，現業労働者に対する指示となる，と考えられ
*22 
ているのである。
(3) 階層構造の一般モデル
このようなプロセスで統合された階層構造の一般的モデル化に当って， ゥ
*23 
ィリアムソンは，次のような仮定をおいている。
*22 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳， p.26参照。
*23 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳， pp.34~45参照。
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1)階層の最も低位に位置する人々が，現業労働を行い，それより上位の
段階の人々は，管理的な仕事（計画，予測，監督，会計等）を行う。
1) 
2)産出量は，生産的投入要素の量と比例関係にある。
3)最も下の階層の従業員に支払われる賃金は W。である。
4)各上司の給料は，彼の 1つ下の階層の人々の給料の P倍である。 (13>
5)統制範囲は，各階層同ーで Sである。 (s>l)
6)生産物価格と生産要素価格は，パラメータとして与えられている。
7)賃金以外の可変費用は，産出量の一定割合で表わされる。
8)下位の人々によって有効に実施される上司の意図は， 一定割合の値
(a)である。 (O<a<l)
9)各階層を通じての，統制上のロスは，累積的なものである。
*24 
このような仮定をおいた上で，組織の階層モデルは次のように示される。
生産関数 Q=(as)＂ーI (I) 
霧
費用関数 C＝区 W1N叶 rQ (2) 
1~1 
” 目的関数冗＝R-C=PQ-:Ew,N、→rQ
か,1 ． 
=P(as)•ー1ーエ w。P•ー1si-1-r(as) ・一 1 (3) 
i=l 
（記号）
s :統制範囲 (spanof control) 
a: 部下の仕事遂行を，上司の意図通りにコントロールできる割合 (O<~
<1)あるいは，部下の服従度を示している。
Nバ
n ：階層数
p：生産物価格
w.：生産にたずさわる労働者の賃金
w、:i番目の階層の従業員の賃金
*24 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳， pp.36~37参照。
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=w.(3•-1 (f3>1) 
r ：生産物の単位あたりの，賃金以外の可変費用
Q ：産出量
R ：売上高
c ：全可変費用
ここで， ウイリアムソンは，生産量が，生産投入要素と比例的な関係にあ
るとし，しかもこの生産投入要素は，直接生産労働量と等しくはない，とし
ているのである。ここで直接労働量は，現業労働者の数で測られるが，それ
は各層の統制範囲が Sであり， 階層数が nであることより， S”-1 となる。
生産量は，この労働者の数に，基本的に規定されるが，そこには，累積され
た各層のコントロー）レ・ロス a"―1 が関与してくる。すなわち生産量Qは
Q= (as)←1という式で示されるとされているのである。
また，費用廃数は，賃金と，賃金以外の可変費用から成るとされている。
そして，目的関数をなす利潤量は，売上から可変費用を減じたものとして
定式化される。
(4) 最適規模の決定
ウイリアムソンはこの目的関数で示された組織収益を最大にするような階
*25 
層の数 nを見出すことを目標として分析を行う。
そこで，目的関数をもう少し変形して
S” 
冗＝R-C=p (as)•-1-w。—- -r(as) •-1 
s-/3 
(4) 
を得，これを最大にする nを求めることとする。すなわち，この式を nに関
して微分することにし，それをゼロとおいて， nの最適値を得る。
すなわち，
n*=l+loに[log此＋log占＋log（此悶ご］ (5) 
を得る。
*25 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳 p.37参照。
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ここで，式に含まれているパラメータについて， O<a<l, 0<；告<1
がそのパラメータの意味からそれぞれ成り立つものと考えられている。また
f3<s は，近似式が成り立つために成立せねばならないとし， 実証研究によ
っても支持されている， としている。 また，生産関数 Q=(as)”―1 という
定式化からも明らかなように as>l という条件が成り立つものと考えられ
る。
このような条件を考慮しながら，利潤極大を達成する最適な組織階層数 n*
が，各パラメータの変化に対して，どのような反応を行うかをウイリアムソ
*26 
ンは分析している。まずコントロールの効率aが高まれば，組織階層数 nの
値はより大きな水準に決まる。この条件と関係するが，各層間でのコントロ
ール・ロスがなければ (a=lの場合），最適な nは無限大となる。
更に，基本賃金と，賃金以外の可変費用をこえた正味価格との比率{
W。
＼戸）
が上昇すれば，最適なnは減少する。
また，統制範囲が増加すれば，最適な nも上昇することがわかる。
そして，階層間の賃金比率Bが上昇するにつれて，最適な nは減少する。
要するに， ウイリアムソンの脹論のねらいは，コントロール・ロス (1-a)
と，統制範囲 (s) を用いて，企業の最適規模を検討することであった。そ
こでは，雇用関係や，権限関係の機能の展開状況は，いわば正常になされて
いるものと仮定されている。したがって分析に際して登場する変数も，組織
成員の行動に関する変数ではなく，組織全体の構造やプロセスの特色を表す
変数（組織階層 (n)，統制範囲（s), など）となっている。この点につい
て，組織成員の行動モデルが十分組込まれていないという問題点を指適する
ことができるであろう。
この点に関連した議論として，組織の特性の変化によって，その組織の情―
報的効率性が，どのように変化し，個々の成員がその変化をどのように利用
し，支持するかというものが考えられる。ウイリアムソンも，そのような観
*26 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳， p.37参照。
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点から，モデルの修正を行い，その帰結を検討している。すなわち，組織成
員の服従度 a(1-a=コントロール・ロス）が統制範囲の関数であるという
議論である。このような形で，成員の行動的側面が若干でも考慮される， -
とが組織モデルとしては興味深い。
(5) モデルの修正
そこで， ウイリアムソンの今までの分析では， 服従度 (a) と，統制範囲
(s) を，独立に扱ってきたが， 実際には， 両者が密接に関連している，と
いう面に着目することにする。つまり，統制範囲の拡大は，上司の各々の部
下を監督する時間を減少させるため， コントロールのロスを増大させ，各部
下の服従度を低下させると考えられる。そのため
a=f(s) が／os<O ・ (6) 
*27 
とする。
産出量 Q=(as)・ー1 を，ある特定の産出量水準Qに固定して，最適な Sと
Oの関係を考察する。産出量水準が与えられた場合，問題は，賃金費用を最
小化するという問題に転換できる。
Q=(as)”―1 
a=f(s) 
のもとで
S” 
CL=W。ーの最小化s-P 
という問題となる。
ここで
a=e-h 2 
(7) 
(8) 
(9) 
UO) 
という形に特定化を行う。それは， a=f (s) という一般的な形の式のまま
では， うまく式を導出できないからである。ここで， Kは，組織の中の内部
効率に関わるパラメータで， 内部効率が高まれば， Kが減少するとされ，
Sのどのような値に対しても， a が上昇することになる，と考えられている。
*27 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳， pp.42~44参照。
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{}( 
ー
s
 図ー 3
このように想定したモデルについて，企業規模と内部不効率 (k)の変化
*28 
に対する， nとSとaの反応に関する比較静学が表ー 1で示される。
ここで，産出量の意思決定変数 シフト・パラメーク
産出量 (dQ) I内的不一致(dk)
階層数 (dn)I + I + 
統制範囲 (ds)I - I -
統制の有効性 (da)I + I ? 
表ー1
増大に従って，階層
数を増大させなけれ
ばならない，という
結論は納得できると
して，統制範囲を縮小させなければならない，という結論に， ウイリアムソ
*29 
ンは疑問を提出している。スターバック (1964)の観察においても「管理的
統制範囲の大きさは，組織の規模が大きくなるにつれて増大する」とされて'
おり，そのような事実と反するからである。
ウイリアムソンは，モデルと現実の乖離を，動態的状況を考慮に入れるこ
*30 ・ 
とによって克服しようとしている。すなわち，成長過程においては，計画立
案過程などに従事しており，そのため統制範囲が狭かった管理的資源が，次
第に計画実施およびIレーチン化の増大によって，拘束性が解除され，その統
制範囲が拡大するというものである。
*28 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳， p.43参照。
*29 Starbuck W. H., (1964) "Organizational ・ Growth and Development", in 
J. G. March(ed), Handbook of Organizations, Chicago Rand McNally. 1964 
pp.509~510参照。
*30 Williamson, 0. E., (1970)岡本康雄，高宮誠訳 pp.47~49参照。
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(6) 管理者と労働者の比率
ここで，ウイリアムソンのモデルにおいて管理者と現業労働者の比率が，
組織規模の拡大に対して，どのような動きを見せるかを検討しよう。このよ
うに，規模の変化に対して，管理者一生産労働者の比率がどのように変化す
るか，ということは，序でも述べたように，結論の対立する種々の研究が提
出され，人々の興味を集めている問題であったから，ここでも， ウイリアム
ソン・モデルにおいて，その管理者一生産労働者比率がどのようになるかを
検討しようというわけである。
すなわち， 階層数を n, 統制範囲を Sとし， 現業労働者の数を Xとする
と， X=S"―1となる。 また， 管理者の数を aとすると， aは a=l+s+…
s•-1 -1.. " -... s”―l -1 S”―l + s•-2 = キー―s-1 となり，これは a=s-1 s-1 と近似できる。すると，
S”―1 
a s-1 1 
＝ ＝ x-s•-1-s-l (1） 
となって，この比率は，組織規模とは何らの関連も持たず，当初の統制範囲
の値のみに依存していることがわかる。試みに， S=3として， n=3,4, 5, 
a 
6, 7の場合のーを計算して見ると
X 
S=3 
五I3 I 4 I 5 I 6 I 7 
a I 4 I 13 I 40 I 121 I 364 
x I 9 I 27 I 81 I 243 I 729 
竺 1 土|翌 |1Q I 坦|堕
x I 9 I 27 I 81 I 243 I 729 
a 
となり，ーは，ほぼ 0.5ぐらいの値をとっている。
X 
このように見てくると， ウイリアムソンのモデルは，規模の増大に伴なっ
ての管理者一生産労働者の比率の変化はどのようなものか，という問題意識
に答えるものではないことが明らかとなる。ウイリアムソンは，統制範囲が
組織の階層構造についての一考察（広田俊） （95)17 
技術の特性から決定されてしまうとの仮定をおいて議論しており，そしてそ
のことは，管理者と硯業労働者の比率も，技術のレベルで決定されてしま
ぅ， ということを意味する。
したがって， ウイリアムソン・モデルにおいては，管理者と硯業労働者の
比率の変化によって，生産効率が変化したりするという側面は考察の外にお
かれている。それ故，両者の賃金率にもとづいて，管理者と現業労働者の比
率が変化するという事も，明示的には考えられていない。
要するに，組織規模を制約するものとして考えられているのは，階層数を
多くしたときの，その間のコントロー）レ・ロスの累積度が高くなる，といっ
たコミュニケーション上の不効率が加わった形での生産量拡大と，高い俸給
の管理者が増加することによって増加する費用とのバランスである。ここに，
ウイリアムソンの議論の特徴があるように思われる。
なお， ウイリアムソン・モデルにおいては統制範囲の値に規定されて．管
理者一硯業労働者比率が決ってしまう， と述べたが，それは，多機能部門形
態組織を想定していたからであり，たとえば，事業部制形態の採用という行
動によって，管理者一現業労働者比率は変りうる，と考えてよいであろう。
m 管狸生産関数の実証
(1) 管理者と現業労働者の代替の存在する生産関数
以上のウイリアムソン (1970)の分析では，階層数，統制範囲，コントロ
ール度を軸に展開がなされたが，統計的検証ということを考えるならば，階
層数，統制範囲という大きさはデータ入手上の面で問題を有しているように
思われる。
*31 
ボンディ (1969)は，このような統計的検証を行うという問題意識のもと
に，管理階層の区分に注意を払わず，管理監督者を一括して取り扱い，その
*30.Pondy, L. R. (1969), "Effects of Size, Complexity, and Ownership on 
Administrative Intensity", Administrative Science Quarterly, Vol.14, No. 1 
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管理監督者数と現業労働者，およぴ資本から生産量が規定される，とのモデ
ルを提出した。
すなわち，組織の物的生産量は，コプ・ダグラス型生産関数の拡張として，
*31 
次のように表わされる，とする。
Q=8AaK吠 T, 0<a, 8, r<1 
（記号）
Q ：生産量
A：管理者の数
k ：組織の生産設備等資本
x：現業労働者の数
0 ：生産性尺度係数
a, {, r ;パラメータ
(12) 
このように， ウイリアムソン・モデルが，管理者と現業労働者の比率が，
統制範囲の設定を経て，技術的に決定される， としたのに対し，ボンデ．（の
モデルは，管理者，資本，現業労働者の間の代替を想定している点が特徴で
ある。その代り， ウイリアムソンが重視した，組織階層拡大にもとづくコミ
ュニケーション効率の低下などの，規模の不経済性について，ボンディは，
副次的に取り扱っている。すなわち， もし，規模に対して収穫不変ならば，
生産関数は一次同次のタイプとなり，
a+~+r=l (13) 
が成立する，とされ，規模に対して収穫逓減が見られるならば，
a+~+r=l一入 0＜入＜1 (14) 
*32 
という式が成り立つものとされている。ここでいま，コントロール・ロスを
表すパラメータと考えられているのである。
このような生産関数につじヽて，変数を次のように変換することにする。
k=K/X＝硯業労働者一人当りの資本集約度
*31 Fondy L. R. (1969) pp. 49~50参照。
*32 Fondy L. R. (1969) p. 49参照。
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A/X＝現業労働者一人当りの管理者数
そこで，生産関数は，次のように表わされる。
Q=O(A/X)≪kfJXI-i... (15) 
ここで生産性は，専門化の程度と閲連づけられている。そして，その専門
化の程度ないし労働の分業の程度は，組織内の各種職種の数とその分布によ
って規定されるとみなされている。すなわち，組織内の専門識の数で測られ
た組織の複雑性が，生産性を規定すると仮定されるのである。
8=(j。s, 0＜ヽ く1
（記号）
s :・組織内で規定された専門職の数
ヽ：専門化の相対的限界生産性
(j。：生産性尺度基準
(16) 
ここでSという変数は，労働者の専門化の尺度であるとともに，組織の職能
的複雑性を表わすものとなっていることは注目すべきである。また O<a<l
という条件は，専門化によって，収益は増加するが，逓減的な率においてで
ある，ということを示している。すなわち，専門家の数を二倍にすると，生
産性は増加するが，しかし二倍の率までは増加しない，ということである。
生産関数は，最終的に
Q=(j.S•(A/X)a.k/JXI-A 
で表わされる。
1)利潤最大化モデル
(1り
ところで，どのような生産要素の結合によって生産が遂行されるかといえ
ば，組織のドミナント・コアリション（支配的連合体）の目標を最大化する
*33 
ように行われる，と想定されている。つまり，所有者支配型企業においては，
利潤極大が達成されるよう，経営者支配型企業においては，経営者の自由裁
量性を許容するように，生産の決定がなされるものとされている。
*33 Pondy, L. R. (1969) pp. 49~51参照。
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すなわち，所有と経営の分離の程度に応じて，管理者比率決定がされるこ
とになる。すなわち，管理者比率が，技術タイプによって決定されるとの技
術決定論とは異なる契機に着目しているのである。
ところで，このような要因の影響を明示できるように，まず最初には，そ
のような要因を無視して，すべての企業が，利潤極大を目標としていると想
*34 
定する。すると，費用，およぴ利潤閲数は次のように示される。
C = rQ + woX + w1A + FC 
冗＝PQ-rQ-woX -w1A-FC 
（記号）
冗：利禍l
p：製品一単位当りの市場価格
r ：賃金以外の可変費用
Wo：現業労働者の平均賃金
Wい管理労働者の平均賃金
FC:固定費用
(18) 
U9) 
ここで，組織は既に，資本集約度，専門化の程度，そして現業労働者の数
についての決定を下したものとし，その上で，利潤極大を達成できるように，
管理者比率を設定するものとする5そこで，利潤額を，管理者比率で微分し
て，ゼロになる水準を求めると，
d冗
d(］） ＝ a゜。（P-噂）a-lkPs•X…-Wぷ＝0 (20） 
これを解いて
慮＝CaO。(p-r)/W1)l/l-"'吟 S土X占 (21) 
*35 
を得る。
ここで，生産労働者1人当りの管理監督者数で示された管理者比率は，価
*34 Pondy. L. R. (1969) p. 49参照。
*35 Pondy, L. R. (1969) p. 50参照。
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格ー可変費用と管理者俸給の比率，資本集約度および専門化の程度（職能的
複雑性）と正の関係を示し，現業労働者の数で測られた組織規模とは負の関
係を示すことが，式から見て予測される。
2)経営者効用関数最大化モデル
さて，ここで， 所有と経営の分離の程度が， 経営者の自由裁量性の程度
ゃ，経営者効用関数の内容を規定し，それの如何によって管理者比率が決定
されるという場合を考えよう。
まず，経営者の効用関数は， ウィリアムソンにならって，利潤マイナス管
理スクッフ支出と，管理スタッフ支出との二つの項から成っているとする。
U=U(め -H,H) (2') 
（記号）
冗。：管理スクッフ支出を含んだ利潤
H:管理スタッフ支出 (=w,A)
すると，経営者効用関数の全微分を求めると，
dU = U,d(pQ-rQ-woX-w,A-FC) +U~w,A 
心[(p-r) O位）a.kP x1-1.-wo(1＋号岱X-FC]+w晶 dix(23）
ここで， U戸
ou ou 
0（冗o-H)’
U戸一i)H であり，それぞれ， 利潤と管理スタッフ
支出の経営者の限界効用を表している。
今，経営者の効用最大化をもたらす，管理者比率を計算すると•'
dU 碍 u,[(p-r)f)噂）“-lkoxl・A -wぷ］＋w／Uぷ g4) 
これを計算して
U18a(p-r)位）a-l kP x1 -1. = Wぷ(U叫） (26) 
したがって，
t=(af)(Pご）土 Kらい（1-位）凸
=(ao。生ご）占凸s土記（1-他）丑 (26) 
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この計算から導かれるように，所有と経営の分離，等にもとづく経営者効
'. U2¥.:.l 
用関数のクイプが， (1-幻戸として表わされる。すなわち，経営者効用関
数の最大化にもとづく，管理者比率の決定と，利潤最大化にもとづく決定と
は，（1＿U2)ユ
U1 
1-(t だけの相建があるわけである。ただし，
わち，管理スタッフ支出の限界効用がゼロであれば，両者の決定は同一とな
る。また， U2>0ならば，
A U2 -1 xは利潤最大化の場合の（1-叫戸倍である。
仮に U2=0,すな
-1 U2 ~1 
戸 <0であるから，（1-叫戸＞ 1となり，
よりも，管理者比率は高くなる。
ところで（1-位）の値は，市場状態に依存する。たとえば，得られる利潤
額が少ないときには，（1—位）は増大し 1 に近づく。
それ故， 利潤最大化の場合
後で検討する事例にお
いて， このような関連が作用してくることが見られる。
(2) 日本の各産業の代表的企業についての実証
ボンディによる，最適な管理者比率の計算式の妥当性を，わが国の， 1971年
から1976年までの製造業18産業（中分類）の平掏的事業所のデークを求め，
*36 
それについて検討した。この時期のデークを用いての検討を行うときの一つ
いわゆる石油ショック (1973年秋），の大きな関心は， およぴそれ以後の低
成長という，経済環境の激変時における，組織の対応がどのようなものであ
るか， ということである。
そのことを検討するための回帰式をもう一度示しておくと
1=[a(}仁 J__1_6s6ュ
W1 
l-akt-a51-ax1-a (27) 
であった。
この式を対数線形式に変換して次式を得る。
*36 データのソースのとり方の多くを，高橋三雄，花枝英樹(1972),
析」一橋研究第24号に負っている。。
「組織構造の分
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z.(f) =l.ao+ail.~二!+a心＋叫S+a4l.X
W1 
(101)23 
(28) 
ここで， ao=a{}。,a戸占， a2＝凸， a3＝且， a4＝昌である。各
パラメークについて， O<a<l, O<f3<1, O<r<l, 0＜ヽ く1,0<}..<1 が
仮定されているから，対数線形回帰式の回帰係数は，次のような制約が，事
前的に課せられる。
a。>0,a1>0, a2>0, aa>O, a,<O 
また，経営者の自由裁量性を認めた，効用最大化モデルにおいては，最適
な管理者比率は，次式で示された。
~=[a{}。笠］心心土記（1-伶）品
この式を，対数線形回帰式に変換して，
叫A x) P-r ~) = l.a。 +a1l.—+aal.k ＋叫S+ainX+a血（1-松）W1 
を得る。ここで， ao～のについては，利潤最大化モデルと同様の符号条件が
-1 
想定されており， as=――より， as<Oが想定されている。1-a 
さて，このような計測式を， 1971年から， 1976年までの， 18産業のデーク
について検肘してみたのである。理想的には，各企業毎のデークが得られる
ことが望ましいが，それが望めないので，各産業における平均的な事業所に
着目して，その事業事のプロフィールを導出し，それを代表的企業として，
各産業についての18個のデークを毎年求めそれを用いて管理労働を含んだ生
産関数の検証を行うものである。
まず，従属変数としての管理者一生産者労働者比率を求めるに際して，標
準的な，職業についての統計上のカテゴリーを用い，管理労働者は，管理労
働者，専門職，およぴ事務員から成り，生産労働者は，技能エ，生産工程労
働者，およぴ単純労働者から成るものとされた。このように定義された，管
*37 
理労働者およぴ，生産労働者の数は，労働統計年報より， 30人以上の事業所
*37 労働統計年報，労働省統計同編，昭46年～昭51年。
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についてのデークによって求めた。そして，平均的事業所についての管理者
A 
と生産労働者の比率-•は，その産業の管理労働者と生産労働者の総数の比にX 
等しいとして求めた．また，管理者給与 W1も労働統計年報から得た。 P-r
*38 
については， 付加価値額をもって表わすことにし， 同じく工業統計表によ
り， 30人以上の事業所について求めた。
また一人当り資本額の推定に当っては，各産業の有形固定資産の額を，同
じく工業統計表によって求め，それを生産労働者の数で割って求めた。
組織の複雑性 Sの導出に当っては， ボンディが参考とした， ラッシンク
(1967)の研究における方法を採用した。すなわち，ラッシングにおいては，
前述したように，組織内の職務が，（1）管理者，（2）専門的技術者，（3）事務員，
(4)技能エ，（5）生産工程労働者，（6）単純労働者，に区分され，前三者が管理労
働者を示し，後三者が生産労働者を示すものとされた。その上で，労働の分
業の程度，或は専門化の程度が，生産労働者について問われたのである。
すなわち，各種職務に従事する労働者の数をふ (i=1,…,n) で表わす
として，分業の程度を表わすDが，次式のようにして求められる。
D=1- 2“‘2 
(3“‘)2 
ここで，ふはラッシングにおいては，生産労働者の三つのカテゴリーの中
の，それぞれの労働者の数であるとされている。このようにして求めたDを
用いて，組織の複雑性 (S)は，次式によって求められる。
1 (2xi)2 S=r=n＝コ戸―
さて， われわれの場合， この数値を求めるに当って， 国勢調査報告＊ょ
り，先にあげた，（1）管理的職業従事者，（2）専門的・技術的職業従事者，（3）事
務従事者，（4）技能エ，（5）生産工程従事者，（6）単純労働者，の六つのカテゴリ
*38工業統計表（産業絹）通商産業大臣官房調査統計部編，昭46年～昭51年。昭46年
～昭50年については，作表は20人以上の事業所につ•いてなされているので，その
値から各種指標の規模別分布の20~29人の事業所についての値を引いて． 30人以
上の事業所についてのデークを求めた。
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ーに属する労働者の数を，産業毎に求め，それらを先にあげた公式に代入し
*39 
て，組織の複雑性の指標とした．
また，組織内の生産労働者の数Xについては，ここで，各産業の平均的事
業所についてのデータをもって，サンプルのデータとすることにしていたか
ら，労働統計年報から得た生産労働者の数を，工業統計表によって得た事業
所の数で割って，ー事業所当りの生産労働者数を求め，それをもってXを表
すものとした。
また，（1
U2 _u;)の測定を行うには， 実際に，経営の支配的連合体を構成し
ている人々の， 効用構造を， 何らかの方法で調べなければならない。 しか
し，この効用構造は，市場状態に応じて変動的である。
そこで，この変動しやすい効用構造を基盤的に支配していると考えられ
る，経営の所有比率をもって，（1-位）の指標とした。すなわち，所有と経
常の分離が見られる場合， 管理スクッフ支出の効用が高く広＞ 0' そこで
(1位）は低くなり，逆に， 所有の度合が高ければ， 広の値は低くなるの
で，（1
U2 
方）は大となる，と考えられる。そこで， 対象とする産業について
の所有者支配型の企業と，経営者支配型の企業の比率が，（1-位）の値を表
すものと考えて，その所有比率を求めることとした。
具体的導出方法としては， 最初に， 事業所統計調査報告の資料から， 株
式会社形態の事業所数と，有限・合名・合資会社形態の事業所数を求め，有
*39ラッシングの研究では，労働の分業の程度は，生産労働者についてのみ調べら
れるのが妥当だとされた。それは，彼の研究においては，これらの労働の分業の程
度が，それを調整するための管理者について，その比率をどう決定するかに関心が
あったからである。ただし，ボンディや，われわれのような関心としては，生産量
に影響を及ぽすような，組織の複雑性が取りあげられるべきだ，と考えている。そ
の意味で管理労働者も含んだ形で，組織内労働の専門化の程度を求めるのが適当だ
と考え，われわれは，六つのカテゴリーについてのデーターを用いて，組織の複雑
性 (S)を計算した。
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限・合名・合資会社形態の事業所数／株式会社形態の事業所数をもって，
(1-扮）を表わそうとした。しかしながら，この方法では， 株式会社を，す
ペて，所有と経営の分離した経営と見てしまうことになるので，一部上場の
株式会社について，各産業毎の，所有者支配型と経営者支配型との比率を求
め，これを考慮して，修正した。
このようなデータについての計算結果を示すと表ー2のようになる。ただ
し，利潤最大化モデルによる結果を Pで示し，経営者効用関数最大化モデル
による結果を Dで示している。 Rは自由度修正済重相関係数である。また
回帰係数の下に付した（ ）内には t値が記されている。
ln(xA), ＝__l, 叩_o+,a-ll, ”P”-1 'I+a,lnk+aふ S+a. lnX +a,ln (1可u:.) 
a。 a.1 a2 a3 a4 a5 R N=l8 
＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊ 
p - 4.254 1.336 -0.298 
0゚.014 
0.210 0.861 
1971 
(4.932) (3.414) (.040) (1.835) 
＊＊＊＊ ＊'*** ＊ ＊ 
D - 3.614 1’..258 -o 37218 2 0.040 0.165 -0.077 0.871 
(4.699) (3:) (0.121) (1,426) (1.394) 
＊＊＊＊ ＊＊ 
p - 4.178 1.431 
-(02.3829 4) 
0.126 0.173 0,781 
1972 
(3.709) (0.298) (1.187) 
＊＊＊＊ **** ＊＊ D - 2.988 1,424 -o 4008 72 0.047 0.073 -0.157 0.853 
(4,488) (4:) (0.135) (0.579) (2.690) 
＊ ＊ ＊ ＊ **** p - 1. 01!5 -0.959 0,24135  2.304 0.033 0.644 
1973 
(2.832) (2.) (3. 764) (0.169) 
** ＊ **' ＊ D - 0.174 -0.954 0,188 2.172 
-o ゚046 
-0.121 0.668 
(2.903) (1.578) (3.770) (:23) (1.327) 
**** *** **• p - 3,138 1.569 -06334 11 0.176 0.368 0.752 
1974 
(3.546) (3:) (0.391) (3.136) 
** ＊＊＊ ＊ ＊ D - 2.931 1.508 -0 59890 2 0.196 0.330 -0.028 0.736 
(3.100) (2:) (0.419) (2.081) (0,372) 
＊ ＊ ＊＊ ＊＊＊ ＊ 
p - 3.709 1.569 
-(02..224 309) 
-0.520 --0.044 0.829 
1975 
(4.943) ・ (1.165) (1.020) 
＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊ 
D - 3.891 1.633 -(02..224 7) -0 590 -0.043 0,022 0.818 (4.166) (1:139) (0.933) (0,301) 
* ＊ *** ，p - 3.878 1.244 -0.290 0.097 0.144 0.727 
1976 
(2.949) (2,170) (0,184) (0.933) 
＊ ＊ ＊＊ 
D - 3.078 1.133 -(01.2979 7) 0.127 0.200 -o 38035 7) 0.709 (2. 178) (0.766) (0.330) (0. 
* P<0.25 **P<0.10 ***P<0.05 ****P<0.01 
表ー2
(3) 実証結果の検討
これらの結果から，幾つかのポイントを指摘することができる。
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まず， 管理者比率について， 毎年， 有意な正の回帰係数を持っているの
P-r *40 
W1 
は， である。 生産労働者一人当り付加価値の管理者俸給に対する比率
が高いとき，すなわち，管理者俸給が相対的に安いとき，管理者一労働者比
率は，高いという関係が見られる。逆に，管理者俸給が高いときには，管理
者一労働者比率は低くなっているということである。この関係は，管理者俸
給が高い時には，その雇用を制限しながら行うという関係と，比較的少ない
管理者しか屈わない場合，その限界生産力が高いので，管理者俸給が高くな
るという関係とが考えられる。ここで， 1973年については，符号が負になっ
ている。
そして，管理者比率についての，一人当り資本の回帰係数は負の開係を示
している。
それは，本来，管理労働者によって行われていた，通信，記録，計画，な
どの職務が，種々の情報関連設備によるサービスによって遂行されるように
なってきて，管理労働者と情報閲連設備との代替が行われている，という傾
向を示すものとも考えられる。すなわち，それらの設備の，有形固定資産に
占める比率の増大が，管理者比率の低下につながっているか，あるいはその
増大を阻止している，とも考えられる。もっとも，このような，情報関連設
*40 ここで， A!Xの動きを最もよく説明する変数として,信[が考えられたが，そ
れらの変数が時系列的にはどのような動きを示したかを見ておく。
A!X とWて1 W_1 
1971 0.419 36.230 103.4 
'1972 0.429 35.891 117. 7 
1973 0.456 40.797 146.6 
1974 0.476 25.588 183.1 
1975 0.492 32.609 199.0 
1976 0.482 35.180 221. 7 
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備に限定しなくとも，通常の資本設備も， しばしば，調整，管理，等の管理
者層を削減できるような傾向を持つと考えられる。すなわち，より高度の設
備によって，作業環境を 1レーチン化することによって，例外処理のための管
理者層が減少させられうる，という関連が作用するかも知れない。
また，この係数が本来，正の値であるべきであるのに，負の値をとってい
る別の理由とし＇て， ウッドワードの示すような，技術クイプの組織構造への
影響という作用開連が関与しているかも知れない。すなわち， ウッドワード
において，単品生産大ロロット，装置，プロセス生産と，進むにつれて，
管理者比率は低下するものとされた。ところで，このような技術クイプにつ
いて，それに伴う資本装備率を考慮してみると，その値が，単品生産ほど低
く，その値が順次高くなっていると考えられる。ところで， ウッドワードの
研究において，直間比率は，単品生産からプロセス生産に移行するにつれて
減少するという結果が得られていた。このような事を考え合わせると，資本
装備率の高いところで，管理者比率が低くなっているのは，このような関連
を含んでいるのではないか，と思われるのである。
また，ここの係数が，理論上，正である事が期待されているにもかかわら
ず，このように負の値をとるのは，以上のような変数間の相互関連で示され
る変数間の多重共線性（マルティ・コリニアリティ）によるバイアスにもと
づくのではないか，とも思われる。
また，管理者比率についての組織の複雑性Sの回帰係数は， 1973年を除い
て，統計的に有意な閲係を示していない。ただし， 1975年を除いて，回帰係
が値は正の値を有している。このことは，組織内の労働分業で示される複雑
性が高まれば，それを調整するための管理者がより必要となる，ということ
を示している。
また，管理者比率についての労働者数Xで示される組織規模の回帰係数は
ほぼ正であるが統計的に有意であるのは， 1971年， 1974年についてだけであ
る。この意味は，いわゆるコントロール・ロスが存在しているということを
示しており，ボンディによるアメリカの産業の実証例において見られた結論
組織の階層構造についての一考察（広田俊） （107)29 
と対立している。
以上は，全体を通じての特徴であるが，次に各年の回帰係数やその有意水
準およぴ回帰式の適合度などが， どのように変化しているかに眼を向けよ
う。
(1-位）の係数について言うと，石油ショック以前 (1971年～73年）と石
油ショック以後 (1974年～76年）とを比較すると，後者の方が 0に近く，有
意水準も低い。そのため，石油ショック以前は，所有比率を考慮に入れた回
帰式の方が，適合率が高いのに，石油ショック以後は，むしろ，所有比率に
関係なく，利潤最大化を指向するという回帰式の方が適合率が高くなってい
る。そのことは，石油ショック以前は，組織スラックが存在し，利潤額も高
位であったので，経営者支配型の組織では，利濶の限界効用が，それ程高位
ではなく，管理スタッフ支出の限界効用が高かったことから，所有比率を考
慮に入れた回帰式の方が，適合率が高かったと解される。ところが，一方，
石油ショック以後は，利潤額も圧迫され，厳しい対応を追られたために，自
由裁量的行動が許容されなくなって，所有比率の如何にかかわらず，経営者
の厳密な利潤管理思考が展開されたため，利潤極大モデルの方が適合率が高
くなってきた，と考えられる。
すなわち，利潤極大化の回帰式について1973年に，その適合度が低く，翌
年に高くなっているのは，石油ショックの以前，利潤極大的行動にスラック
が見られたこと，或は石油ショックの余波で様々の攪乱が生じたこと，そし
て1974年には，経営の側の，組織スラックの削減，減量経営などの形での，
利潤極大化行動が展開されるようになったことを示していると解される。
w 統制範囲を変数とする接近
(1) 階層構造の管理生産関数
管理者と労働者との代替関係を問題にしたポンディの議論をとりあげ，そ
の議論にのっとってクロス・セクション・デークについての実証的検討を加
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えた。ところで，このような実証的志向は持たないが，組織を階層システム
ととらえ，組織階層の各層における上司の労働と部下の労働との代替関係を
想定するという意味で，ポンディの着想と共通なものを持ちながらも，その
ような上司一部下の関係が，累層的なものとして形成されていると想定した
*41 
ベックマン (1977)の分析を，ここで検討したい。
すなわち，そこでは，企業は，階層的構造を持っており，上位者が下位者
の監督を行い，その監督インプットと下位者の労働とから，各層のアウトプ
ットが生み出されるものと考えられている。管理階層は， 1からRまである
*42 
と考えられ (Rがトップ），現場労働者層は 0で示されるものとする。
上位層から与えられるコントロール量を所与とした上で，当該層の監督労
働を増加させるということは，上位層の統制範囲を広げることである。ペッ
クマンはこのように統制範囲が変数として変化する状況を取り扱っている。
すなわち，当該層の労働量を設定することによって上位層の統制範囲，が決
定され，それが当該労働のコントロール有効度を決め，それに当該労働の絶
対量を乗ずることによって，下位へのコントロール量が決定されるような状
*43 
況が考えられている。そして，その関係は次式で示される。
yr＝ふん（翌） (29) 
*41 Beckman, M. J. (1977) "Management Production Function and The Theory 
of the Firm", Journal of Economic.Theory, Vol..14 
叫2Beckman. M. J. (1977) p. 2参照。
*43 ペックマンのこのような定式化と， ウィリアムソンの定式化とは次のような関連
1 を持っている。 (1)式における王こがウィリアムソンの一に当っており， f生ユ
Xr-1.. S 
がコントロール有効性aに当る。すなわち，そこでは a=f(i)＝g(S)が:;:
れている。ウィリアムソンの場合は，定数aは＂個の階層を経るとかのコント
ロール度となったが，ここでは，関数の累積 f1紐f2位fa・・・IR（土）2..…)）
として表わされている。またウィリアムソンの場合は，硯業員が，各層の統制範
囲を一定とした上で求められたが，ここでは Xoという変数の形で変更可能なも
のとして想定されている。
組織の階層構造についての一考察（広田俊） （109)31 
Yo=Xo犀fやか…•fげ）•…••)）) 関
“°“I ズR-I
（記号）
y,:監督コントロール（量）
比： r番目のレベルの労働
更に，最終アウトプットは，硯業労働レベルに及ぽされるコントロールYo
と，資本Kとの結合によって規定される，と想定され，生産量は次式のよう
*44 
な管理生産関数を用いて表わされる。
q＝が（f)
q=が（ヤ磨la-·… •m-lf（品）……）））
（記号）
q ：生産量
k ：資本
この節式を，一般的表現で表わすと，
q=Fo(k, F1(xo, Fa(· ・・・ ••FR(XR-1, X心…・・・)))
となる。更に， トップの労働 XR=l と仮定し．各層の生産関数について，
(31) 
認
コプ＝ダグラス型を想定することにする。すると，次のようになる。
現場の生産関数 q=b。KTYo’
q=b1炉 YIP
躙
第r管理層の生産関数 q=bふー1“Yrp
これらの各層の生産開数を合成して次のような式が示される。
q = bob16 b26fl…bR’PRー1KT炉 ’“l“'P・…・・xR-la9PRー1
R-1 
q=bRkT IT迂＇釦
,~o 
斡
姻
ここで，
*44 Beckman, M. J. (1977) pp. 2~3参照。
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R 
bR=b。nbr9釦ー1
rml 
(36) 
である。
合成生産関数の次数を加で示すと，
R-l 
7/R=T+ab区Pr=r＋叫（1-釦）／1-fJ (37) 
r口 0
であり，各層の生産閑数が一次同次であるとして a-1-{3=1, r+D=l を想
定すると，
加＝1-IJ+IJ(l-釦）＝ 1-IJ釦 （お）
となる。この大きさは， トップ・レベルまでの階層数Rに依存しており，そ
の値は 1より小さい。そのことは，組織としてのコントロール・ロスの存在
を意味しているが，そのロス自体は，組織階層Rが増大すれば減少すると考
*45 
えられている。
このようにして想定された管理生産関数のもとに，効率的な，各層の監督
労働，硯業労働の配分，等が設定されるもの，とされている。
ところで，ボンディのアプローチにおいては， クロスセクション・データ
を用いて，ある一時期について各産業において効率的な管理強度（管理者一
硯業労働者比率）が，達成されているとして，それを説明する回帰式の当て
はめが試みられた。
一方，ベックマンは，ある一つの組織の時系列的な生産量変化に対して，
理論的にアプローチしようとしているのである。すなわち，組織の，階層構
造をもったコントロール・システムという側面が，短期・中期・長期につい
て，どのような反応を見せるかが検討されようとした事に，彼の分析の意義
が見出されうるであろう。
このような分析の意味は，組織の持つ資本や管理者，などの雇用は，固定
性を持ち，速やかには変更できない，という特性がもたらす帰結を検討する
ことである。ただし，管理者の俸給は，その階層上の地位のみに依存して決
定される，という仮定を置くことにする。このような仮定のもとで，組織が，
*45 Beckman, M. J. (1977) pp. 3~4参照。
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変動する生産物の需要に対応して，生産量を変化させる場合，最も効率的な
し方での変化を検討しようというわけである。
(2) 生産量変化に対する組織の対応
1)超短期
ごく短い時間の間に，生産量を変化させる場合，硯業労働者数を変化させ
て対応すると考えられる。 q~oを， もとの産出量，そしてる。を， それに関連
した現業労働者数とする。そして，硯業労働者を功に設定すると，その時，
*46 
新たな生産量は，次のような式で示される。
q=q(x/xo)"'' 
．、そして，このような対応に基づくコストは，次式のように示される。
C=C+wo(x-x) 
C(q) =C+wox((q/q)l/≪'-lJ 
=Fo+Woる(q)-1/al.ql/al
=Fo+C。ql/al
（記号）
Wo：硯業労働者賃金
F。；固定費
2)短期
(.39) 
(40) 
!:li） 
短期において，組織は， トップを除く，各管理階層において，スクッフ投
*47 
入を変化させられうるものとする。その時，生産量は次式で表わされる。
_ R-1 _ 
q=q n （出／エ）a9か (42) 
9-0 
そして，費用関数は次式で示される。
_ R-1 _ R-1 
C=C 1J w,(x,ー出）＝F叶 区Wぶr (-13) 
r-O r一〇
*46 Beckman, M. J. (1977) p. 4参照。
*47 Beckman,• M. J. (1977) pp. 4~5参照。
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（記号）
Wr：第r層管理者の賃金
(37)のもとに姻を最小にする費用最小の条件は，
R-1 _ R-1 _ 
L=F叶区 Wふ十A[q-qn （ふ／出）“＇{3＇〕 閥
r=l,=O  
で示されるラグランジュ関数を比で偏微分することによって得られる。す
なわち，
aL ~ R-l ~ 
a比--＝ Wr-Aq n （ふ／出）a知・ (a祁'/X,)=0 ,go （伯
そして，上式より，解として
ふ＝)..q(a“ヤ／w,) (46) 
が得られる。ここで，スクッフ投入は，生産量に比例的でなければならない
ことが示された。上式を変形して
Wぷ,=Aqabか (47)
となる。すなわち俸給の支出額は，生産量の弾力性 aoprに比例することが
示されている。
そして第rレペルの統制範囲を Srで表すと
Sr=Xrー1ふ (48) 
という定義で表わされる。ところで (46)式より， X,-1 と止を導出して，
(48)式に代入すると，次式が得られる。
S, = (1/3) (W,/W,-1). (49) 
これは，統制範囲が，監督者と，被監督者の俸給のある一定の比率に設定
されるべきであることを示している。
この議論において，管理生産関数について，コプ・ダグラス関数が想定さ
れていたことが重要である。このことは，上位監督者と，被監督者の労働と
の代替を想定していることを意味する。それ故，統制範囲は，管理生産技術
上は，自由に変化させうることを意味していた。ただし，その変化に伴って，
当該レベル労働の限界生産力が変化すると想定されていた。ただし上位者の
労働は，階層上，上にある分だけ限界生産力がより高いと考えられる。また，
組織の階層構造についての一考察（広田俊） （113)35 
妥当な俸給の水準としては，上位階層の方が高いと考えられ，この面での条
件と上位階層の限界生産力の大きさとが上位階層労働と下位階層労働との結
*48 
合比（＝統制範囲）を決定する，と考えられているのである。
そして，俸給が，階層を上るにつれて，一定の率で幾何級数的に上昇する
ものとすると
w,=wog', r=O,……， R-1 (60) 
となり，その時，統制範囲は一定となる。
S,=s=g/(3 
このように，短期の場合，各階層に任意の労働を配置できるわけであるが，
俸給が，階層を上るにつれて幾何級数的に上昇すると仮定されている場合，
一定の統制範囲になるような形で，各階層の管理者を配置していくのが，費
用最小化上好ましいことが示された。
このような対応をしたときの費用関数は，次式のようになる。
C(q) =F叶 C1q<1-/3）／a8(1-{3R) 栢1)
（記号）
Fい固定費
c ：初期産出量iと，初期労働投入らに依存する可変費用
ここで得られた費用関数と，超短期の場合の費用関数を比較して，次式が
得られる。
1-P 1 
叫（1-釦）＜西 (52)
この事は，スクッフ投入の変化を含んだ短期においては，超短期の場合と
比較すると，生産量の変化に対して，より少ない費用の変化しか必要としな
ぃ，ということを意味している。
*48 しかし，この種の議論は，各階層構成員が設定された俸給に対する満足が十分な
ものか，競争的労働市場を想定、として，そこで形成された一般的賃金水準と比較
して，どのようであるか，などの論点には言及していない。
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3)中期
*49 
中期においては，資本が調節可能である，と想定される。そこで，各層の
統制範囲が Sr=(1/ (3) (Wr/Wr-1)を満すのは言うまでもないとして，更に，
資本一労働の比率が次式を満たさなければならい。
k r Wo =． 
Xo ab(J 
（記号）
k:資本量
p :資本サービスの価格
そこで費用関数は，次式で示されることとなる。
C(q)=F叶 C2q(l/(r+a6(1-f,.)R)/(1道）））
一次同次のケースを考えると，次式のようになる。
C(q) =F叶らql/(1-6{,)R
（記号）
凡：固定費（社長俸給）
(53) 
(54) 
詞
生産量変化に伴なう弾力性は，短期の場合の費用閲数よりも弾力的となっ
ている。
1 1 
1二年＜a(1-釦） (56) 
4)長期
*50 
長期において，企業は，組織階層Rをも変更できる。中期の費用関数の形
から， F2やらが高いとしても，生産量が十分大であれば，組織階層Rを
増加させることは，費用曲線の弾力性 1/(1-b釦）を減少させることによっ
て，十分ひき合うことが予測される。
(3) 含意
以上の分析を通じて，ベックマンは，管理生産関数を基礎として，効率性
*49 Beckman,・ M. J. (1977) pp. 8~10参照。
*50 Beckman, M. J. (1977) pp.10~13参照。
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の観点から，俸給水準が階層を上るにつれ一定率で上昇するならば，統制範
囲は一定とならざるを得ないこと，そして，短期，中期，長期のそれぞれの，
組織の対応がもたらす費用の動向としては，より長期になればなる程，費用曲
線の弾力性が低くなるものとしている。それ故，生産量の変化が大であれば，
長期的な，組織階層拡大という方法での対応が十分費用を低下させる，と考
えられる。より小さい生産量の変化に対しては，短期的なモードでの対応が
* 51
見られることが述べられた。
このような議論をふまえて，ベックマンは規模拡大に伴なう収穫逓減の状
況や，最適規模の決定の問題を扱っている。このようなベックマンの接近は，
管理労働と，被管理労働の代替を想定したという意味では，ポンディと相通
ずるものがあるが，効率性の観点からは統制範囲が一定となってしまうとし，
そのもとでのコントロール・ロスの累積を考えるという意味では， ウイリア
ムソンと相通ずるものがあると言えよう。
いずれにしても，組織の階層性という，数学的に必ずしも取り扱いの容易
でない局面を，数学的空間に写像してとらえようとしたところに意義が見出
せるであろう。
v結び
以上で述べてきた， ウイリアムソン，ポンディ，ベックマンは，いずれも，
階屑構造の行動と成果を説明する「管理」生産関数を基礎にもっていた。そ
れ故，それらのアプローチを管理生産関数アプローチと言うことにする。
これらの管理生産関数アプローチによって，組織の階層性の便益と費用と
が，数式を用いて表現可能になり，また，数量的に明示された検証すべき仮
説の定式化が可能となったのである。特に9 )[，管理生産関数の実証，にお
いて， 日本の製造業について，このような定式化が妥当かどうかが検討され
たのである。このようにこのアプローチは数量的仮説の設定可能性，および
*51 Beckman, M. J. (1977) p. 14参照。
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検証可能性を持つというところに意義が認められる。しかし，反面，様々の
問題点を有している。
まず管理生産関数は，組織が異質の各層からなる労働によって支えられて
いることを明示するというメリットを持っている反面，同一の層の労働につ
いて，生産性の異なる労働が存在するという面は取り扱えない，という問題
点を持つ。生産性の差異がある労働者に対して，各自の労働意欲を確保する
ための組織装置として，統制範囲や，管理者比率の設定を適切に行うという
だけでは余りにも不十分である。
そして，その場合の，労働者の行動の理解については，以上の分析概念に
加えて，より個々人の効用追求を明示化できるような枠組が必要であろう。
この点について，個々人のインセンティブを明示した分析が，内部組織の経
済学という名称のもとに展開されだしていることは注目すべきであろう。
また，管理生産関数アプローチは，成果を一元的に生産物の量や利潤問題
でとらえ，その他の要因を軽視しがちである，という問題点を持っていると
思われる。すなわち，組織行動と環境要因とによって決定されるペイオフ廣
数が想定される場合，このペイオフ関数は，様々な構成員ーたとえば，今回
のテーマである管理者一の必ずしも生産活動に結ぴつかないが，種々の情報
を獲得したり，処理するという行為によって変動しえる。
すなわち，ペイオフの値に関与する実際的労働のプロセスは与えられたも
のとして，情報構造の選択，配分Iレールの変更などによって，組織構成員は
様々な状態を招来し得るわけである。その中で，構成者は各自のリスク回避
度，等に応じて決定する，という論議が展開されることになる。そのような
議論の意義は，組織にとって，生産の内部的効率性だけが問われるのではな
く，外部的要因を考慮した上で，構成員の情報の入手，伝達，交渉，などの
情報費用を投じてもたらされる，個人の満足や組織の不確実性削減などの結
果が重要だということを明らかにする所にある。このような多元的な成果の
側面を十分に扱っていない所に管理生産関数アプローチの問題点が見出され
るであろう。
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また，管理生産関数アプローチの別の問題点は，構成員の行動意欲 (effort)
にもとづく影響を取り扱い得ていないことである。たとえば， リスクの存在
に関して，報酬システムが適当に設定されることによって行動意欲の供給水
準が変ってきて，組織の成果に影響を及すという側面が硯実にはあるが，管
理生産関数アプローチは，このような点を取り扱っていない。
また，行動意欲は，それが喚起されないことを通じて，事態に影響を与え
る場合もある。すなわちライペンシュクイン (1975)のx-効率に関する議
論で言われるような文脈においてである。すなわち，効用費用のため，決定
が不活発領域に位置し，あえて，コスト・ミニマムの最適解を選ぶようにと
の行動意欲が作用しない，というような場合である。このような面について
の分析は，一部ボンディについての議論において展開された。
その他に，管理生産関数アプローチは，一様に，静態的な枠組で構成され
ている，と言う問題点を持っている。企業の成長や革新を生み出すような管
理者の行動に関しては，あまり注意も払われず，統制範囲の決定，などにあ
たっても，そのような視点からの議論が十分に展開されているとはいえない。
その点に，管理生産関数アプローチの最後の問題点が見出せるであろう。
以上要するに，管理生産関数アプローチの問題点は，情報活動についての
議論を明示的に行っていないこと，組織を構成する各層の間の利害対立や相
互関連を導入し得ていないこと，成果についての多元的把握を行っていない
こと，静態的な枠組のもとに組立てられていること，などである。それにも
かかわらず，ここで検討され，検証された諸議論は，組織構造とその行動の
ー側面の洞察をより豊かにしてくれるものと言えょう。
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